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記帳継続指導個別相談会のご案内  

  商工会では、日常の記帳から所得税確定申告まで年間を通して記帳継続指導を行っております。また、所得税の源 

泉事務や簡易な税務相談も併せて行っております。特にパソコンを利用した記帳処理をはじめ記帳でお悩みの方はお気

軽にご相談の上記帳継続指導をお申し込みください。 

お申し込みをいただいた事業所を対象に、平成３０年度の税理士による個別相談会を下記のとおり実施します。 

記帳や税務に係るご相談がございましたら所属支所までご連絡ください。 
 

 
 

      

        
            

    
           

        
         

       

   
          

         

   
         

       

     
         

       

リーガルサポートシステム（企業法務専門支援員制度）のご案内 
 

   商工会では、会員の皆様からの法律相談に弁護士が無料で応じる制度があります。請負契約、債権回収、相

続関係、連帯保証人、時効制度等のご相談や身近な法律相談（事業以外の相談も可）まで、気軽にご利用くだ

さい。相談予定日は毎月第一水曜日です。  
 

          次回相談予定日  平成３０年１０月３日（水） 午前１０時 ～ 午後５時 

          場     所  伊賀市商工会館  相談室 （伊賀市下柘植７２３－１） 

          担  当  者  楠井法律事務所 担当弁護士 
 

  ■ご相談を希望される方は、商工会本所または最寄の支所まで事前にお申し込みください。 

 

 ● ＩＴ講習会のご案内  －ＷｏｒｄでＰＯＰ・チラシ作成!!－ ●  

     日 時： 平成３０年９月２７日（木） 13:30～16:30 

      場 所： 伊賀市商工会館 ２階研修室 

      対   象： パソコン初級者・中級者 

      定 員： １０名（先着順） 

      受講料： 無 料 

      講 師： ＰＣオフィス・ドルフィン 安川俊哉  氏 

        内 容： 写真や画像・文字を加工するフリーソフトをダウンロードして、 

         ＷｏｒｄでＰＯＰやチラシを作成します。 

      ※パソコンは商工会で準備します。 

      ※作成したデータ持ち帰り用にＵＳＢメモリをご持参ください。 

お申し込みは本所

(☎ 45-2210)まで 



         次回の 会員一斉訪問実施予定日は １０月２日（火） です  
 

  

☎ 45- 2210  
 

          《貸 付 金 利 の 状 況》       （平成３０年９月１日現在） 

日本政策金融公庫 
 普通貸付基準利率 （使用使途、返済期間、担保の有無等により異なる） １．１６％～２．６５％   → 

 経営改善貸付 （無担保・無保証人） １．１１％   → 

三重県融資制度  小規模事業資金 （第三者保証不要・別途保証料） １．６０％ または １．７０％   → 

商工貯蓄共済制度 
 一般 （保証料不要） １．６７５％～２．０７５％   → 

 保証協会保証付 （別途保証料） １．４０％    → 

❤ 商工ふれあい共済加入者人間ドック・健康診断助成金のご案内 ❤ 
   

 商工会では、ふれあい共済加入者の健康維持増進を目的に人間ドック・健康診断を受けた方への助成金制度を 

 設けています。助成金を希望される方は下記条件をご確認の上、お申し込みください。        

  ●助 成 金 額   １０,０００円／一人   

    ●助成対象条件    

    ①タイプⅡに疾病入院特約またはがん診断先進医療特約を付保し２年以上経過している。 

      ②疾病入院特約、がん診断・先進医療特約での共済金受給後（支払日より）１年以上経過している。       

     ③人間ドックまたは健康診断を受診し自己負担額が２０,０００円以上である。 

    ●申 請 方 法   

        申請書にご記入ご捺印の上、人間ドック・健康診断受診時発行の領収書控を添付してください。 

    

 
 

  

 

 

 

 
 

対象企業：中小企業・小規模事業者等 

税制措置：新規取得設備の固定資産税が最大３年間ゼロになります（他に金融措置制度等もあります） 

対象設備：減価償却資産の種類（最低取得価格/販売開始時期） 

     ・機械装置（１６０万円以上/１０年以内） 

     ・測定工具及び検査工具（３０万円以上/５年以内） 

     ・器具及び備品（３０万円以上/６年以内） 

     ・償却資産として課税される建物附属設備（６０万円以上/１４年以内） 

     ※設備は生産や販売活動等の用に直接供されるもので、中古資産でないこと。また、工業会等 

      による生産性向上要件証明書が必要です。 

先端設備導入計画 

     ・計画期間：３年間～５年間 

     ・労働生産性の向上：年率３％以上（３年間９％以上、４年間１２％以上、５年間１５％以上） 

     ※労働生産性：（営業利益＋人件費＋減価償却費）÷労働投入量（労働者数等） 

先端設備等導入計画申請には、認定支援機関（伊賀市商工会）が事前確認を行い発行する「先端設備等導入

計画に関する確認書」が必要となります。 

生産性向上の設備投資をお考えの事業所は、申請要件等もありますのでお早めに商工会にご相談ください。 

問合せ先：伊賀市商工会（☎45-2210） 又は 伊賀市商工労働課（☎22-9669） 

  
 

伊賀市商工会では、地震等災害時に物品や施設等の提供（無償提供できるもの）にご協力をいただける事業所

を募集し、現在１０９事業所を登録させていただいております。 

今回、まだご登録いただいていない会員様を対象に新規災害時協力事業所を募集いたしますので、ご協力いた

だける会員様は別添用紙にてご登録ください。 


